
物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並びにその
所属する部局の名称及び所在地

契約を締結した日
契約の相手方の商号
又は名称及び住所

法人番号
随意契約によることとした会計法令の根拠条文及び理由（企画競争又は公
募）

予定価格 契約金額 落札率
再就職の
役員の数

備　　考

Ｒ８単価契約首都国道事務
所不動産鑑定評価業務（そ
の１）

分任支出負担行為担当官
関東地方整備局
首都国道事務所長　山岡　敏之
千葉県松戸市竹ヶ花86

令和8年4月22日

株式会社国土評価研
究所
東京都渋谷区渋谷１
－10－３ スタープラ
ザ青山202

2011001008021

会計法第２９条の３第４項
予決令第１０２条の４第３号

　本業務は、令和８年度における一般国道６号、一般国道１４号及び一般
国道２９８号並びに一般国道４６４号改築事業の用地取得に必要な不動産
鑑定評価を行うものである。
  本業務を遂行するためには、高度で高い信頼性を必要とすることから、
地価公示標準地又は地価調査基準地の評価等に関する実績、鑑定評価実
績、業務実施方針などを含めた企画提案を求め、企画競争方式により選定
を行った。
  株式会社国土評価研究所は、企画提案書において総合的に最も優れた提
案を行った業者であり、当該業務を実施するのに適切と認められたため、
上記業者と契約を行うものである。

非公表 221,100 － －
単価契約
（基準単価）

Ｒ８単価契約首都国道事務
所不動産鑑定評価業務（そ
の２）

分任支出負担行為担当官
関東地方整備局
首都国道事務所長　山岡　敏之
千葉県松戸市竹ヶ花86

令和8年4月22日

片岡不動産鑑定士事
務所
東京都板橋区成増１
－３０－１０－９０
７

-

会計法第２９条の３第４項
予決令第１０２条の４第３号

　本業務は、令和８年度における一般国道６号、一般国道１４号及び一般
国道２９８号並びに一般国道４６４号改築事業の用地取得に必要な不動産
鑑定評価を行うものである。
  本業務を遂行するためには、高度で高い信頼性を必要とすることから、
地価公示標準地又は地価調査基準地の評価等に関する実績、鑑定評価実
績、業務実施方針などを含めた企画提案を求め、企画競争方式により選定
を行った。
  片岡不動産鑑定士事務所は、企画提案書において総合的に優れた提案を
行った業者であり、当該業務を実施するのに適切と認められたため、上記
業者と契約を行うものである。

非公表 221,100 － －
単価契約
（基準単価）

Ｒ８首都国道管内広報補助
その１業務

分任支出負担行為担当官
関東地方整備局
首都国道事務所長　山岡　敏之
千葉県松戸市竹ヶ花86

令和8年9月1日

ニッセイエブロ株式
会社
東京都港区西新橋1丁
目18番17号

8010401021636

会計法第２９条の３第４項
予決令第１０２条の４第３号
 
　本業務は、国土交通省及び首都国道事務所事業の理解・関心を深めても
らうことを目的として、事業ＰＲ動画の企画立案、撮影及び編集、外環道
開通１０周年に向けた広報の企画検討、パネル展運営補助を行うものであ
る。
　本業務を遂行するためには、高度な企画力を必要とすることから、技術
者の経験、業務の実施方針、特定テーマに対する提案などを含めた企画提
案を求め、企画競争により選定を行った。
　ニッセイエブロ株式会社は、企画提案書において総合的に最も優れた提
案を行った業者であり、当該業務を実施するのに適切と認められたため、
上記業者と契約を行うものである。

非公表 3,993,000 － －

公共調達の適正化について（平成18年8月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）



物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並びにその
所属する部局の名称及び所在地

契約を締結した日
契約の相手方の商号
又は名称及び住所

法人番号
随意契約によることとした会計法令の根拠条文及び理由（企画競争又は公
募）

予定価格 契約金額 落札率
再就職の
役員の数

備　　考

公共調達の適正化について（平成18年8月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）

Ｒ８首都国道須和田１丁目
歩道橋昇降設備応急修繕業
務

分任支出負担行為担当官
関東地方整備局
首都国道事務所長　山岡　敏之
千葉県松戸市竹ヶ花86

令和8年10月19日

ジャパンエレベー
ターサービス城南株
式会社
東京都千代田区東神
田一丁目１１番２号

3010001165219

会計法第２９条の３第４項
予決令第１０２条の４第３号

本業務は、令和8年9月28日に発生した国道298号線須和田1丁目歩道橋昇降
設備の故障に伴い、バリアフリー経路の早期復旧を図るため緊急に修繕を
実施するものである。
　当該設備は地域住民、特に車椅子利用者等の移動に不可欠な施設であ
り、一刻も早い機能回復が求められる。ジャパンエレベーターサービス城
南株式会社以外の事業者においては、部品の調達や作業員の確保等を含
め、必要とされる即応的な体制を早急に構築することが困難である旨を確
認している。また、当該設備に関しては、現在ジャパンエレベーターサー
ビス城南株式会社との間で、令和8年度の年間保守点検整備業務委託契約
を締結中であり、万が一、本修繕業務を現行の点検業者とは異なる別業者
に発注した場合、今後の定期点検時における不具合発生の際、責任の所在
および瑕疵（かし）担保責任の範囲が不明確になり、今後の維持管理運営
に重大な支障をきたす恐れがある。
　以上のことから、機器の構造を熟知し、かつ一元的なメンテナンス責任
を担保できる同社が、本緊急修繕を迅速かつ確実に行える唯一の業者であ
ると判断し、同社と特命随意契約を締結するものである。

非公表 2,225,300 － －


